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東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故から 5 ヶ月が経過しました
が、発電所の事故を原因として発生した放射性物質による汚染によって、今

なお、多くの方々は、不便な避難生活、不安な日常生活を強いられています。

この放射能による不安を一日でも早く解消するため、国際放射線防護委員

会（ＩＣＲＰ）の考え方にのっとり、国は、県、市町村、地域住民と連携し、

以下の方針に基づいて、迅速かつ着実な除染の推進に責任を持って取り組み、

住民の被ばく線量の低減を実現することを基本とします。

①推定年間被ばく線量が２０ミリシーベルトを超えている地域を中心に、

国が直接的に除染を推進することで、推定年間被ばく線量が２０ミリシ

ーベルトを下回ることを目指します。

②推定年間被ばく線量が２０ミリシーベルトを下回っている地域において

も、市町村、住民の協力を得つつ、効果的な除染を実施し、推定年間被

ばく線量が１ミリシーベルトに近づくことを目指します。

③とりわけ、子どもの生活圏（学校、公園等）の徹底的な除染を優先し、

子どもの推定年間被ばく線量が一日も早く１ミリシーベルトに近づき、

さらにそれを下回ることを目指します。

上記の方針を基本としつつ、この度決定する「除染に関する緊急実施基本

方針」は、今後２年間に目指すべき当面の目標、作業方針について取りまと

めるものです。

今後、国は、当面の対応として、「緊急実施基本方針」にのっとり、県、市

町村、住民と連携しつつ、迅速かつ効果的な除染を推進してまいります。
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